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要支援から要介護３までの新規認定者を対象として，全体および要介護度別にみた住宅改修
が在宅継続期間へ及ぼす影響について検討することを目的とした。
富山県のＮ郡（３町村）に居住し，2001年４月から2004年12月に自宅で新規認定を受けた要

介護4，要介護５を除く第１号被保険者である1,316人を分析対象者とした。その間に住宅改修
した209人（男性81人，女性128人）を「改修群」とし，住宅改修しなかった1,107人（男性367
人，女性740人）を「非改修群」とした。介護認定審査会資料から初回認定時情報を把握し，
介護保険利用情報より転帰（死亡，施設入所，転出）を把握した。主治医意見書に記載された
診断名は，脳卒中，筋骨格系疾患（骨折含む），認知症，がんの記載の有無について調査した。
まず，性別・要介護度別に在宅継続期間（在宅継続開始月から転帰月までの月数）を
- 法を用いて25パーセンタイル値および50パーセンタイル値を算出し，有意性の検定に
は - 検定を用いた。次に 比例ハザードモデルにより改修群と非改修群の在宅継続
に対する中断のハザード比を求めた。
要支援・要介護１の50パーセンタイル値，要介護２の25パーセンタイル値以外は，ほぼ改修

群が長い在宅継続期間を示し，特に要介護３では全体で改修群に在宅継続期間が長い傾向が認
められた（Ｐ＜0.1）。しかし，その他の群間では顕著な差は認められなかった。改修群に比べ
非改修群はハザード比が1.29と高い傾向が認められた（Ｐ＜0.1）。つまり，性別，年齢，要介
護度，認知症高齢者の日常生活自立度を調整しても住宅改修者に在宅継続期間が長かった。要
介護度別の検討においては非改修群と改修群の在宅継続中断のハザード比に顕著な差は認めら
れなかった。
非改修群に在宅継続中断リスクが高く，性，年齢，要介護度，認知症高齢者の日常生活自立

度を調整しても要支援から要介護３までの新規認定者の在宅継続期間は，改修群に長い傾向が
認められた。要介護度別においては，非改修群と改修群の在宅継続中断のハザード比に顕著な
差は認められなかった。今回，住宅改修の在宅継続期間を評価するために用いた25パーセンタ
イル値を算出する方法は，短期間の評価指標として有用であると考えられる。

住宅改修，要介護認定者，在宅継続期間

Ⅰ

近年，人口の高齢化の伸展に伴い，介護が必

要な高齢者の増大や，介護期間の長期化，介護
不安の増大などから，介護サービスに対する
ニーズが増大してきたことや家族規模の縮小や
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介護する家族の高齢化など，要介護者を支えて
きた家族をめぐる状況が変化し，家族介護者に
とっても心身両面にわたる負担が大きくなって
きた1)。2000年施行の介護保険制度は，老後の
介護に対する不安を解消し，介護を必要とする
人（要介護者）の自立支援や，介護者の負担軽
減を図るなど，介護を社会全体で支えていくこ
とをねらいとして創設された制度である。また
要介護者が在宅生活を継続するためには住環境
の整備を行う必要がある2)。このため，在宅
サービスの１つとして住宅改修を位置づけ，そ
の費用について介護保険の給付対象としている。
制度創設当初の利用件数は年間約15万件であっ
たものが最近では年間36万件となっており，ま
た支給費も年間約150億円であったものが年間
約370億円となり，2.5倍と大きく伸びている3)。
要介護度別に支給額をみると要支援から要介護
３までで全体の９割を占め，なかでも要支援と
要介護１の支給額が最も多く，全体の約６割を
占めている3)。
これまで住宅改修の事後評価には，いくつか

の利用者アンケート4)-9)と小規模な訪問調査8)-11)

が報告されている。しかし制度創設から間もな
いことからも，その評価についての報告はまだ
少ないのが現状である。利用者においては，
「満足感は高い4) 6) 8)」「気持ちが明るくなっ
た6)」「行動範囲が広くなった6)」「１人ででき
ないことができるようになった6)」，家族にお
いては，「身体的・精神的介護負担が減っ
た5)6)」「介護時間が減った5)6)」と本人・家族と
もに 向上が認められる。しかしその一方，
「自立支援という観点では妥当でない改修もあ
る8)」「妥当性と満足感は必ずしも関連が認め
られない8)」等のサービスの質の問題も浮き彫
りになってきており，住宅改修の効果について
疑問視されてきている。
これまでの改修成果は，「本人および家族の

主観的満足感」または「改修箇所の使用の中
断」を評価指標として用いている。満足感は主
観的評価であり，認知症等で正確に答えられな
い人もいるため，全数把握が難しい。また中断
理由が認知症高齢者においては，疾患のために

やむを得ず改修箇所の使用を中断してしまった
のか，本人に合った改修でなく中断してしまっ
たのかの判断がつきにくく評価が難しい。そう
いった状況から客観的かつ住宅改修者全体を評
価するためには，今回「在宅継続期間」という
指標を用いることが望ましいと考えられ，改修
成果の評価を試みた。
また，これまでの報告は介護保険施行開始初
年度からの認定者における評価を含むものもあ
るため，介護保険施行前から既に要介護状態と
なっていた人々を対象者に含んでいることにな
る。要介護状態になってからの経過が長いほど
加齢や持病の進行が生じることが予想され，初
年度の認定者は次年度以降の認定者と比べて初
回認定後短期間のうちに自宅での生活を中断し
てしまう可能性が高く，できる限り正確な在宅
継続期間を算出するために介護保険施行２年目
以降の新規認定者に限定することが必要である。
また，要介護４，要介護５では本人の自立支援
よりも介護者の負担軽減の要素が大きく占め，
利用者の特性と同時に住宅改修の目的も異なっ
てくると考えられるため，対象者を要支援から
要介護３までに限定した。
本研究では，介護保険施行２年目以降に認定
された要支援から要介護３までの新規認定者を
対象として，全体および要介護度別にみた住宅
改修が在宅継続期間へ及ぼす影響について検討
することを目的とした。

Ⅱ

富山県のＮ郡（３町村）に居住し，2001年４
月１日から2004年12月31日に自宅で新規認定を
受けた要介護4，要介護５を除く第１号被保険
者である1,316人（男性448人，女性868人）を
分析対象者とした。その間に住宅改修した209
人（男性81人，女性128人）を「改修群」とし，
住宅改修しなかった1,107人（男性367人，女性
740人）を「非改修群」とした。両群ともに主
治医意見書にがんと記載された人は分析対象者
から除いた。改修群には新規認定時に自宅で生
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(単位 人，( )内％)

非改修群 改修群

性別
男性
女性

平均年齢

要介護度
要支援・要介護１
要介護２
要介護３

障害高齢者の日常生活自立度1)
自立
ランクＪ
ランクＡ
ランクＢ
ランクＣ

認知症高齢者の日常生活自立度
ランクⅠ
ランクⅡ
ランクⅢ
ランクⅣ・Ｍ

初回認定時診断名2)

脳卒中
筋骨格系
認知症

転帰3)
在宅継続（生存）
死亡
施設入所
転出
不明

注 1) 障害高齢者の日常生活自立度に関しては，自立・ランクＪ，
ランクＡ，ランクＢ・Ｃの３カテゴリーにて検討した。
2) 診断名は医師の意見書に該当病名が記載されている人数と割
合を示す。
3) 転帰は不明を除外して検討した。
4) ＊：ｐ＜0.05，＊＊：ｐ＜0.01，＊＊＊：ｐ＜0.001
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活をしており，その後住宅改修を行った者と住
宅改修を受けてから自宅生活を開始した者の２
パターンが含まれる。今回は自宅生活１年以上
経って住宅改修を行った16人は除外した。
またこの地域は2004年10月現在，人口54,590

人，65歳以上の老年人口12,768人，高齢化率23.4
％の農村地域であり，65歳以上の要介護認定者
数2,064人，65歳以上の認定率は16.2％である。

初回認定時情報として，介護認定審査会資料
から性，年齢，要介護度，障害高齢者の日常生
活自立度，認知症高齢者の日常生活自立度，主
治医意見書に記載された診断名を収集し，介護
保険利用情報より転帰（死亡，施設入所，転
出）を把握した。主治医意見書に記載された診
断名は，脳卒中，筋骨格系疾患（骨折含む），
認知症，がんの記載の有無について調査した。

年齢については，「前期高齢者」「後期高齢者前
半」「後期高齢者後半」の３区分を用い，65歳
から74歳までの高齢者を「前期高齢者」，75歳
から84歳までの高齢者を｢後期高齢者前半｣，85
歳以上の高齢者を「後期高齢者後半」とした。
要介護度については，「要支援」「要介護１」
「要介護２」「要介護３」「要介護４」「要介護
５」の６区分判定を用い，「要支援・要介護１」
「要介護２」「要介護３」に区分した。改修群
は新規認定時の要介護度ではなく，改修直前の
要介護度を用いた。障害高齢者の日常生活自立
度（寝たきり度）については，自立，ランクＪ1，
Ｊ2を「ランクＪ」，ランクＡ1，Ａ2を「ランク
Ａ」，ランクＢ1，Ｂ2を「ランクＢ」，ランクＣ1，
Ｃ2を「ランクＣ」とした。認知症高齢者の日
常生活自立度については，自立，ランクⅠは
「ランクⅠ」，ランクⅡａ，Ⅱｂを「ランクⅡ」，
ランクⅢａ，Ⅲｂを「ランクⅢ」，ランクⅣ，
Ｍを「ランクⅣ・Ｍ」とした。在宅継続者は
2005年12月31日をもって観察打ち切りとした。
施設転帰の定義は３カ月以上サービス給付（認
知症対応型共同生活介護，特定施設入所者生活
介護，介護老人福祉施設サービス，介護老人保
健施設サービス，介護療養型医療施設サービス
のいずれか）を受けている者とした。施設転帰
は，月単位で計算するため，転帰日を15日とし
た。非改修群は，認定有効日から転帰日までを
在宅継続期間とし，改修群は自宅生活開始日か
ら転帰日までを在宅継続期間とした。在宅継続
期間は在宅継続開始月から転帰月までの月数と
した。

分析対象者の概要は χ2 検定およびｔ検定を
行い，住宅改修の実施数・実施割合については
単純集計した。まず，性別・要介護度別に在宅
継続期間（自宅生活開始から転帰までの月数）
を - 法を用いて25パーセンタイ
ル値および50パーセンタイル値を算出した。有
意性の検定には - 検定を用いた。次に
在宅継続の中断のハザード比を 比例ハ
ザードモデルにより算出した。共変量に性別，
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(単位 件，( )内％)

手すり 段差解消 床材変更 扉取替え 便器取替え 居宅サービス
計画書の記載有

要支援・要介護１
要介護２
要介護３

要支援・要介護１ 要介護２ 要介護３

25パーセン
タイル値

50パーセン
タイル値

25パーセン
タイル値

50パーセン
タイル値

25パーセン
タイル値

50パーセン
タイル値

改修群
総数
男性
女性

注 1) （ ）：標準偏差，…：算出不能
2) ：改修群と非改修群との比較 Ｐ＜0.1
3) 在宅継続期間は在宅継続開始月から転帰月までの月数である。

非改修群
総数
男性
女性
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自宅生活開始時の年齢，要介護度，改修サービ
ス利用の有無や改修の効用に関わると推測され
る認知症高齢者の日常生活自立度を強制投入し
て改修群と非改修群の在宅継続に対する中断の
ハザード比を求めた。有意水準は５％とした。
倫理的配慮については，情報収集は保険者の

管理責任者の許可を得て行った。情報の取り扱
いは，保険者側で個人を特定できる氏名，住所
などはすべて削除し，調査研究用に作成した独
自の整理番号に置き換えて個人が特定できない
よう処理してから用いた。

Ⅲ

非改修群と改修群における概要を に示し
た。非改修群に比べて改修群に平均年齢が有意
（ｐ＜0.05）に若く，要介護度分布は有意（ｐ
＜0.05）に重かった。障害高齢者の日常生活自
立度においては非改修群ではランクＪが546人
（49.3％），改修群ではランクＡが105人（50.2
％）と最も高い割合を示しており，約半数を占
めていた。また改修群が有意（ｐ＜0.001）に
重かった。初回認定時診断名は，改修群に脳卒
中および認知症の保有割合が高く，脳卒中は約

1.5倍，認知症は約2.0倍高い保有割合であった。
認知症の障害の程度は両群ともに同等であった。
観察期間内の在宅継続者は非改修群では647人
（58.4％），改修群では154人（71.8％）と改修
群に有意（ｐ＜0.01）に多かった。

要介護度別に住宅改修者における種類別実施
数と実施割合を に示した。どの介護度にお
いても手すりが最も高い割合を示していた。段
差解消は要支援・要介護１，要介護２において
２番目に高い実施割合であった。床材変更はど
の要介護度においても同等の実施割合であった
が，扉取り替え，便器取り替えでは要介護３に
おいて最も高い実施割合であった。

要介護度別在宅継続期間の25パーセンタイル
値および50パーセンタイル値を に示した。
要支援・要介護１において25パーセンタイル値
は改修群で，男性35カ月，女性33カ月，全体33
カ月であり，非改修群で，男性21カ月，女性29
カ月，全体27カ月であった。要介護２において

25パーセンタイル値は改修群で
は，男性７カ月，女性14カ月，
全体８カ月であり，非改修群で
は男性10カ月，女性15カ月，全
体13カ月であった。要介護３に
おいて25パーセンタイル値は改
修群では，男性35カ月，女性16
カ月，全体16カ月であり，非改
修群で，男性12カ月，女性５カ
月，全体６カ月であった。
要支援・要介護１の50パーセ
ンタイル値，要介護２の25パー
センタイル値以外は，ほぼ改修
群が長い在宅継続期間を示し，
特に要介護３では全体で改修群
に在宅継続期間が長い傾向が認
められた（ｐ＜0.1）。しかし，
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ハザード比（95％信頼区間）

総 数 要支援・要介護１ 要介護２ 要介護３

要介護度
要介護２／要支援・要介護１
要介護３／要支援・要介護１
性
男性／女性
年齢
後期高齢者前半/前期高齢者
後期高齢者後半/前期高齢者
認知症
Ⅱ以上／Ⅰ
住宅改修
なし／あり

注 1) ：ｐ＜0.1，＊：ｐ＜0.05，＊＊：ｐ＜0.01，＊＊＊：ｐ＜0.001
2) 比例ハザードモデルを用い，性別，初回認定時年齢（住宅改修者は自宅開始時年齢），要介護度，認知症高齢者の日常生活自立
度を調整して算出した。
3) 認定期間：2001年４月１日～2004年12月31日，観察打ち切り：2005年12月31日
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その他の群間では顕著な差は認められなかった。

在宅継続に対する中断のハザード比は に
示した。性別では，女性に比べ男性でハザード
比が有意（ｐ＜0.001）に高かった。年齢別では，
前期高齢者に比べて後期高齢者前半はハザード
比が高い傾向が（ｐ＜0.1），後期高齢者後半は
有意（ｐ＜0.001）に高かった。また要介護度が
重い人にハザード比が有意（ｐ＜0.001）に高
かった。認知症高齢者の日常生活自立度がⅡ以
上の人にハザード比が有意（ｐ＜0.05）に高
かった。改修群に比べ非改修群はハザード比が
1.29と高い傾向が認められた（ｐ＜0.1）。つま
り，全体としては性別，年齢，要介護度，認知
症高齢者の日常生活自立度を調整しても住宅改
修者に在宅継続期間が長かった。要介護度別の
検討においては非改修群と改修群の在宅継続中
断のハザード比に顕著な差は認められなかった。

Ⅵ

要支援を含む要介護３までの要介護高齢者に
おいては，非改修群の在宅継続中断リスクが高
い傾向が認められ，性別，年齢，要介護度，認
知症高齢者の日常生活自立度を調整しても改修
群に在宅継続期間が長い傾向が認められた。改
修群より非改修群に在宅継続中断リスクが高い
傾向が認められたということは，「住宅改修者

に在宅継続期間が長い」ということであり，住
宅改修が在宅継続期間に少なからず寄与してい
るという結果であった。要介護度別ではハザー
ド比に有意な差は認められなかったが，すべて
の要介護度において1.0以上超えていた。特に
要支援・要介護１および要介護３では1.3以上
であり，無視できない影響がある可能性がある。
非改修群は新規認定時を自宅生活開始とした
が，改修群では，要支援・要介護１で27人
（18.8％），要介護２で12人（30.0％），要介護
３で９人（36.0％）が認定場所は自宅ではなく，
老人保健施設および病院である人も含まれてい
た。この48人を除き，認定場所も自宅であった
者のみと非改修群との比較をした場合には，全
体および要介護度別において在宅継続中断リス
クに有意な差は認められなかった。老人保健施
設や病院から自宅生活に移った人は自宅生活者
より悪化しやすい要素をもっている可能性があ
ること，そして生活の変化が考えられるので両
群ともに自宅で新規認定を受けた者のみの比較
を試みたが，非改修群と改修群の在宅継続期間
に違いは認められなかった。
在宅生活継続に影響する要因としては，介護
者の在宅介護継続意思が強いこと，介護代行機
能が高いこと12)があげられており，「時間的余
裕」「知識・技術」「経済状態」が在宅介護継続
維持に大きく影響しているという報告13)14)もあ
る。また在宅介護継続阻害要因として，主介護
者の年齢が高いこと，独居または老人世帯が多
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いこと15)をあげている。このことから，改修者
の家族は自宅で介護をみようとする家族介護力
が高いことが推測される。本研究では情報が得
られなかったが，家族構成や住居形態等につい
ての影響の考慮を踏まえた解析も今後求められ
るであろう。
住宅改修は利用者の自立支援と，介護者の負

担軽減の２つの要素があり，利用者にとって役
立つというだけでなく，介護者の負担軽減が図
られる中で，在宅での介護を支えていく上で重
要な役割を果たしていると考えられる。今回25
パーセンタイル値を用いて在宅継続期間を評価
したが，この在宅継続期間は利用者の自立支援
と介護者の負担軽減の両方の要素を反映するの
ではないだろうか。本研究の対象者は介護保険
制度改正前の介護保険認定者を対象としている。
制度改正により平成18年４月以降，着工する住
宅改修については，事前に保険者への申請が必
要となり，介護支援専門員，理学療法士，作業
療法士など専門職の評価を組み込んだ多角的ア
プローチからより利用者に合った住宅改修が行
われる体制が盛りこまれた。よって今後，従来
よりも質の高い住宅改修サービスの提供が期待
できると推測される。
また，今回 - 法を用いて 25

パーセンタイル値を求めた。50パーセンタイル
値は，現状における観察期間内では把握できず，
短期間で評価するには25パーセンタイル値が有
効であると考えられる。そして，これまでの改
修成果と比較可能であり，今後新制度における
改修評価を期待したい。本研究は在宅介護支援
のための具体的な施策が実際にどのくらい影響
があるかを検証したものであり，影響や効果を
評価して今後の施策を検討するためにも貴重な
資料となると思われる。

Ⅵ

非改修群に在宅継続中断リスクが高く，性，
年齢，要介護度，認知症高齢者の日常生活自立
度を調整しても要支援から要介護３までの新規
認定者の在宅継続期間は，改修群に長い傾向が

認められた。要介護度別においては，非改修群
と改修群の在宅継続中断のハザード比に顕著な
差は認められなかった。今回，住宅改修の在宅
継続期間を評価するために用いた25パーセンタ
イル値を算出する方法は，短期間の評価指標と
して有用であると考えられる。
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